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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－１ 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

  １ 効率的な運営が行われる組織体制の整備 

（１） 機動的・効率的な組織運営 

（２） 管理会計の活用による経営管理の向上 

  ２ 業務の電子化 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行政事業レビュー  

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

－ － － － － － － － － 

  



52 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣によ

る評価 業務実績 自己評価 

 Ⅳ 業務運営の効率化に関する事項 

 

１．効率的な運営が行われる組織体

制の整備 

効率的な業務運営が行われるよう

組織を整備するとともに、独立行政

法人改革等に関する基本的な方針を

踏まえ、継続的に事務・事業や組織の

点検を行い、機動的に見直しを実施

し、各事業の成果を最大化するため

に必要な、メリハリの効いた組織体

制の整備を図ること。 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標

を達成するためとるべき措置 

１ 効率的な運営が行われる組織体

制の整備 

（１）機動的・効率的な組織運営 

政策目的の実現並びに独立の経営

体としての採算性の確保、経営効率

の向上を図るため、業務運営の効率

化とともに最大限の成果を上げるべ

く組織の整備を行い、都市機能の高

度化及び居住環境の向上を通じた都

市の再生、良好な居住環境を備えた

賃貸住宅の安定的な確保、災害から

の復旧・復興支援、都市開発の海外展

開支援等の業務の実施において、社

会経済情勢の変化に対し的確に対応

するとともに、継続的に事務・事業や

組織の点検を行い、機動的に見直し

を行う。 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標

を達成するためとるべき措置 

１ 効率的な運営が行われる組織体

制の整備 

（１）機動的・効率的な組織運営 

政策目的の実現並びに独立の経営

体としての採算性の確保、経営効率

の向上を図るため、業務運営の効率

化とともに最大限の成果を上げるべ

く組織の整備を行い、都市機能の高

度化及び居住環境の向上を通じた都

市の再生、良好な居住環境を備えた

賃貸住宅の安定的な確保、災害から

の復旧・復興支援、都市開発の海外展

開支援等の業務の実施において、社

会経済情勢の変化に対し、ＳＤＧｓ

やＥＳＧ、ＤＸといった視点を踏ま

え的確に対応するとともに、継続的

に事務・事業や組織の点検を行い、機

動的に見直しを行う。 

＜主な定量的な指標＞ 

－ 

 

＜その他の指標＞ 

－ 

 

＜評価の視点＞ 

・継続的に事務・事業や組織の点検を

行い、機動的に見直しを実施し、各

事業の成果を最大化するために必

要な、メリハリの効いた組織体制の

整備が図られているか。 

＜主要な業務実績＞ 

中期計画及び年度計画における

所期の目標達成に向けて最大限の

成果を上げられる組織を目指すと

ともに、脱炭素化や子育て支援等の

新たな政策課題への対応や、情報セ

キュリティ対策の強化・ＤＸの推進

に資する体制を確保すること等を

基本方針として、組織の見直しを行

った。具体的には、震災復興支援業

務の収束に伴う戻り分を、新規施策

の推進、情報セキュリティの強化、

都市再生に係る新規地区の事業推

進、ＵＲ賃貸住宅の団地再生の推進

等の重点業務へ適切に配置するな

どした。 

＜評定と根拠＞Ⅱ-１-（１）（２）、

２ 

評定：Ｂ 

組織体制の整備に当たっては、業

務運営の効率化とともに最大限の

成果を上げるべく、事務・事業や組

織の点検を行った。結果として、震

災復興支援業務の収束に伴う体制

の縮小を行うなどの見直しを実施

しており、その一方で、脱炭素化に

向けた新規施策の推進、情報セキュ

リティの強化、都市再生に係る新規

地区の事業組成の推進、ＵＲ賃貸住

宅のストック量の適正化に向けた

団地再生の推進等といった業務に

重点的に配置するなど、メリハリの

効いた組織体制の整備が図られて

いる。 

 

 

管理会計の活用により、引き続き

経営管理の精度向上を図るととも

に、部門別の財務情報等を適切に作

成し、公表した。 

 

 

 

 

 

 

理事長自らのリーダーシップの

下で推進していくためにＤＸ推進

方針を策定し、こうした機構におけ

るＤＸ推進の姿勢を国民の皆様に

も分かりやすく理解して頂けるよ

うホームページに掲載し、積極的か

つ効果的な情報発信を行った。今後

方針に基づく全職員のリテラシー

 

（２）管理会計の活用による経営管

理の向上 

経営情報を適時適切に把握する

等、機構の経営管理・活動管理に、管

理会計を引き続き活用する。 

（２）管理会計の活用による経営管

理の向上 

経営情報を適時適切に把握する

等、機構の経営管理・活動管理に、管

理会計を引き続き活用する。 

 管理会計を活用し、部門別及び圏

域・地区別の経営情報を適時適切に

把握することにより、引き続き経営

管理の徹底に努めるとともに、経営

管理・活動管理の状況について、部

門別の財務情報等を作成・公表し

た。 

また、研修の実施等により、経営

管理に対する意識の更なる強化を

図った。 

２．業務の電子化 

政策実施機能の最大化に資する IT

基盤の整備、職員のワーク・ライフ・

バランス推進、業務の効率化・生産性

向上、テレワーク等の新たな勤務形

態の実現等に資する新たなシステム

導入を図ること。 

２ 業務の電子化 

情報セキュリティ対策の強化やＩ

Ｔ技術の高度化にも対応しつつ、各

業務システム・情報開示のあり方の

見直し・改善を行い、顧客ニーズの多

様化へ対応した利便性の向上を図る

ため、必要なＩＴ基盤の整備を計画

的に進める。 

２ 業務の電子化 

情報セキュリティ対策の強化やＩ

Ｔ技術の高度化にも対応しつつ、各

業務システム・情報開示のあり方の

見直し・改善を行い、顧客ニーズの多

様化へ対応した利便性の向上を図る

ため、必要なＩＴ基盤の整備を計画

的に進める。 

世の中におけるデジタル技術の

急速な進化や社会経済情勢の変化

等に的確に対応し、政府が定めた重

点計画や整備方針も踏まえ、ＤＸを

通じて業務の効率化や業務プロセ

ス等を改革することにより、お客様

の満足度向上や社会の課題解決に

貢献していくため、令和３年度にＤ
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職員のワーク・ライフ・バランス推

進、意思決定手続の迅速化など業務

の効率化・生産性の向上、テレワーク

等の勤務形態の実現に資する新たな

システム導入を図る。 

社会環境の変化を踏まえ、職員の

ワーク・ライフ・バランスの更なる推

進、意思決定手続の迅速化など業務

の効率化・生産性の向上、テレワーク

等の勤務形態の実現に資する新たな

システムの導入やＲＰＡ（ロボティ

ック・プロセス・オートメーション）

の活用拡大に向けた整備を図る。 

ＢＩＭの活用を前提とした設計図

書の作成等を試行的に実施し、効果

的な活用方法等の検証を進める。 

Ｘを推進する組織・体制を構築した

上で、ＤＸ推進方針を策定した。 

業務の電子化に係る取組として、

以下のとおりシステム導入を図っ

た。 

・ＲＰＡの活用拡大に向けて、開発

ルール（開発標準）の整理・作成、

導入事例紹介や問合せ窓口設置

等の社内環境整備を行った。 

・平成９年度から約 25 年間利用し

た社内ネットワークシステムの

グループウェアを刷新した（令和

４年３月）。 

・顧客ニーズの多様化へ対応した

利便性向上のため、令和２年度に

公表したウェブアクセシビリテ

ィ方針に基づく取組みとして、機

構ホームページ全ページ検査に

よって検出された約 30 万箇所の

要改修箇所の対応を完了済（令和

３年 11 月）。また、ホームページ

担当者向けのウェブアクセシビ

リティ研修の開催（令和３年７

月）により、職員対応力の向上を

図った。 

 

 業務の電子化に加え、職員のワー

ク・ライフ・バランスの更なる推進、

業務の効率化・生産性の向上、テレ

ワーク等の勤務形態の実現の取組

みとして、以下のとおりシステム導

入を図った。 

・情報セキュリティ対策の強化の

ために必要な仮想環境（ＶＤＩ：

Virtual Desktop Infrastructure）

を構築し、端末側にデータが保存

されない仕様としたシンクライ

アントパソコンを全役職員に対

して配布した（令和３年 12 月）。 

・これまでは会社支給のタブレッ

トにおいて利用していたウェブ

向上及びデジタル人材の育成にも

着手し、更なるＤＸ推進によりお客

様の満足度向上や社会課題の解決

に貢献していく。 

ＲＰＡの活用拡大に向けた社内

環境整備により、職員の意識が向上

し、ＲＰＡに関する相談・提案が増

え、今後の活用拡大が見込まれる。 

社内ネットワークシステムは、長

期の運用により多くのカスタマイ

ズを実施してきたことから設計思

想が老朽化しており、ユーザの利便

性、社内の情報共有、ＢＣＰ対策等

の点の課題があった。刷新におい

て、ユーザが活用できるデータ容量

の増加、ビジネスチャットやデータ

の複数者同時編集等の新機能、東日

本及び西日本の双方に稼働拠点を

設けるＢＣＰ対策を実施した結果、

システムの利便性が向上したこと

により、業務システムのあり方の見

直し・改善を適切に実施した。 

 また、機構ホームページについ

て、令和２年度公表したウェブアク

セシビリティ方針に沿って、誰もが

支障なく利用できるようにするた

め、ホームページを改善し、ウェブ

アクセシビリティの基本的対応を

完了した。 

 さらに、職員の働き方の選択肢拡

大、各自が有する事情の中でも最大

限効率を図り活躍できる環境を実

現のため、情報セキュリティ対策を

講じたシンクライアントパソコン

による在宅勤務等のテレワークを

可能とするにより、職員のワーク・

ライフ・バランス推進、業務の効率

化・生産性の向上、テレワーク等の

勤務形態を実現した。 

加えて、刷新した社内ネットワー

クシステムを活用することで、ウェ
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会議について、社内ネットワーク

システムの環境下でも利用でき

る機能を導入した（令和４年１

月）。 

 

新築分野において、諏訪団地設計

ＢＩＭ試行実施を行い、それに加

え、集合住宅の設計ＢＩＭガイドラ

イン策定に着手した。保全分野にお

いて、既存住棟の外壁修繕工事に係

る保全ＢＩＭガイドラインを策定

のうえ、西上尾第二団地で試行実施

を行い、効果検証を行った。 

ブ会議時における資料共有が可能

となり、コミュニケーションの更な

る円滑化を可能とすることによる

業務の効率化・生産性の向上を実現

した。 

 ＢＩＭに係る試行実施及びガイ

ドライン策定は、発注者メリットの

発掘及びＢＩＭでの発注のための

条件整備に効果があり、今後のＢＩ

Ｍ導入・普及に向けた課題の整理に

寄与した。 

 

これらを踏まえ、Ｂ評価とする。 

 

４．その他参考情報 

無し 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２ 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

  ３ 適切な事業リスクの管理等 

（１）事業リスクの管理 

（２）事業評価の実施 

  ４ 一般管理費、事業費の効率化 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行政事業レビュー  

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

一般管理費について、平

成 30 年度と令和 5 年度

を比較して３％以上に

相当する額を削減 

（計画値） 

▲３％以上 － － － － － ▲３％以上 － 

 一般管理費について、

平成 30 年度と令和 5 年

度を比較して３％以上

に相当する額を削減 

（実績値） 

－ － ▲3.87％ ▲0.09％ +21.09％ － － － 

 達成率 － － － － － － － － 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による

評価 業務実績 自己評価 

 ３．適切な事業リスクの管理等 

（１）事業リスクの管理 

 機構が、地方公共団体や民間事業

者のみでは実施困難な都市再生事業

等を進めるに当たっては、事業リス

クの把握・管理及びその精度向上を

図るとともに、必要に応じて、事業の

見直しを行うこと。 

３ 適切な事業リスクの管理等 

（１）事業リスクの管理 

地方公共団体や民間事業者のみで

は実施困難な都市再生事業等を推進

する際には、事業リスクの的確な把

握・管理を行うことが必要であり、採

算性を考慮した上で、以下の通り事

業着手の判断及び執行管理等を行

う。 

① 新規事業着手に当たっては、

機構が負うこととなる工事費、金利

の変動等の事業リスクを十分踏まえ

て経営計画を策定し、事業着手の可

否を判断する。 

② 事業着手後においても、定期

的に、又は土地取得・工事着工等の重

要な節目において、事業リスクの管

理及び採算性の把握等を行い、必要

に応じて事業の見直しを行う。また、

その精度向上を図るため、適宜、事業

リスクの管理手法の見直しを行う。 

３ 適切な事業リスクの管理等 

（１）事業リスクの管理 

地方公共団体や民間事業者のみで

は実施困難な都市再生事業等を推進

する際には、事業リスクの的確な把

握・管理を行うことが必要であり、採

算性を考慮した上で、以下の通り事

業着手の判断及び執行管理等を行

う。 

① 新規事業着手に当たっては、

機構が負うこととなる工事費、金利

の変動等の事業リスクを十分踏まえ

て経営計画を策定し、事業着手の可

否を判断する。 

② 事業着手後においても、定期

的に、又は土地取得・工事着工等の重

要な節目において、事業リスクの管

理及び採算性の把握等を行い、必要

に応じて事業の見直しを行う。また、

その精度向上を図るため、適宜、事業

リスクの管理手法の見直しを行う。 

＜主な定量的な指標＞ 

－ 

 

＜その他の指標＞ 

－ 

 

＜評価の視点＞ 

・事業リスクの把握・管理、及びその

精度向上を図るとともに、必要に

応じて、事業の見直しを行ってい

るか。 

・事業の効率性及びその実施過程の

透明性の確保を図るため、適切に

事業評価を実施しているか。 

＜主要な業務実績＞ 

①  新規事業着手段階の 12 地区

すべてについて、リスクの抽出

とその軽減・分担方策を検討す

るとともに、事業リスクを踏ま

えた経営計画等を策定して、事

業着手の可否の判断を行った。 

②  事業実施段階のすべての地区

（令和３年４月１日時点：177

地区）について、事業リスクの

定期的管理を行い、これを踏ま

え、30 地区について事業の見直

しを行った。事業リスク管理手

法については、特段の問題はな

く、適切に運用されていること

から、見直しは行っていない。 

 

事業評価実施規程等に基づき、新

規採択時評価５件、再評価５件、事

後評価２件を実施した。 

再評価及び事後評価については、

学識経験者等の第三者から構成さ

れる事業評価監視委員会の審議結

果を踏まえ、機構の対応方針を決定

した。 

 事業評価結果については、情報公

開窓口、ホームページ掲載等により

公表した。 

＜評定と根拠＞Ⅱ-３-（１）（２）、

Ⅱ-４ 

評定：Ｂ 

 

新規事業着手段階の 12 地区すべ

てについて、事業リスク管理手法に

基づき、リスクの抽出・分析を行っ

た上で、関係者との役割分担等のリ

スク軽減・分担方策を検討するとと

もに、事業リスクを踏まえた経営計

画等を策定し、事業着手の可否につ

いての判断を適切に実施した。 

また、事業実施段階の 177地区す

べてについて、事業リスク管理手法

に基づき、事業の進捗状況等を踏ま

え、採算見通しやリスクの把握・分

析を行った上で、定期的に事業の見

直しの必要性を判断し、30 地区で見

直しを実施した。 

事業評価実施規程等に基づき、新

規採択時評価５件、再評価５件、事

後評価２件を実施した。 

うち、再評価及び事後評価につい

ては、事業評価監視委員会の審議を

経て対応方針を決定した。 

事業評価結果については、情報公

開窓口、ホームページ掲載等により

公表した。 

 

 

 

 

 

 

一般管理費については、施設の整

備等の一時的に増加する経費を除

き、平成 30 年度同水準以下となる

よう、中期計画に掲げた目標の達成

 

 （２）事業評価の実施 

 事業の効率性及びその実施過程の

透明性の確保を図るため、適切に事

業評価を実施すること。 

 

（２）事業評価の実施 

個別事業の効率性及びその実施過

程の透明性の一層の向上を図るた

め、機構独自の事業評価規程等に基

づき、新規、事業中及び事後の各段階

に応じて、評価対象となる事業毎に、

事業の必要性、費用対効果、進捗の見

込み等について評価を行う。 

また、再評価及び事後評価に当た

っては、事業評価監視委員会の意見

を踏まえ、必要に応じた事業の見直

し、継続が適当でない場合の事業中

止等の対応方針を定める。 

（２）事業評価の実施 

個別事業の効率性及びその実施過

程の透明性の一層の向上を図るた

め、機構独自の事業評価規程等に基

づき、新規、事業中及び事後の各段階

に応じて、評価対象となる事業毎に、

事業の必要性、費用対効果、進捗の見

込み等について評価を行う。 

また、再評価及び事後評価に当たっ

ては、事業評価監視委員会の意見を

踏まえ、必要に応じた事業の見直し、

継続が適当でない場合の事業中止等

の対応方針を定める。 

 ４．一般管理費、事業費の効率化 

 一般管理費（人件費、公租公課及び

基幹系システム再構築に係る経費を

除く。）について、継続的に縮減に努

４ 一般管理費、事業費の効率化 

一般管理費（人件費、公租公課及び

基幹系システム再構築に係る経費を

除く。）について、継続的に縮減に努

４ 一般管理費、事業費の効率化 

一般管理費（人件費、公租公課及び

基幹系システム再構築に係る経費を

除く。）については、中期計画に掲げ

＜評価の視点＞ 

・一般管理費・事業費の効率化につ

いて、適切な経費削減及びコスト

縮減等を行っているか。 

一般管理費については、施設の整

備等の一時的に増加する経費を除

き、平成 30 年度同水準とした。 

また、事業費については、政策的
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め、中期目標期間に想定される消費

増税による増加分を経営合理化によ

り吸収した上で、第三期中期目標期

間の最終年度（平成 30 年度）と中期

目標期間の最終年度（令和５年度）を

比較して３％以上に相当する額を削

減すること。 

 事業費については、引き続き、事業

の効率的な執行に努めるとともに、

市場や調達環境の分析を行い、入札

契約方式の見直しや、新たな制度の

導入、調達方法の最適化、発注の効率

化等を推進し、コスト縮減を図るな

ど、コスト構造の改善をより一層推

進すること。なお、都市再生事業及び

賃貸住宅事業については、多様な民

間連携手法を活用し、政策的意義が

高い事業や機構の収益改善効果が高

い事業に重点的に配分すること。 

 

め、中期目標期間に想定される消費

増税による増加分を経営合理化によ

り吸収した上で、第三期中期目標期

間の最終年度（平成 30 年度）と中期

目標期間の最終年度（令和５年度）を

比較して３％以上に相当する額を削

減する。 

また、事業費については、引き続

き、事業の効率的な執行に努めると

ともに、市場や調達環境の分析を行

い、入札契約方式の見直しや、新たな

制度の導入、調達方法の最適化、発注

の効率化等を推進し、コスト縮減を

図るなど、コスト構造の改善をより

一層推進する。なお、都市再生事業及

び賃貸住宅事業において、多様な民

間連携手法を活用し、事業特性やリ

スクに応じた適正な収益を確保する

ことを前提に、政策的意義が高い事

業や機構の収益改善効果が高い事業

に重点的に配分する。 

た目標の達成に向けた効率化に努め

る。 

また、事業費については、引き続

き、事業の効率的な執行に努めると

ともに、市場や調達環境の分析を行

い、入札契約方式の見直しや、新たな

制度の導入、調達方法の最適化、発注

の効率化等を推進し、コスト縮減を

図るなど、コスト構造の改善をより

一層推進する。なお、都市再生事業及

び賃貸住宅事業において、多様な民

間連携手法を活用し、事業特性やリ

スクに応じた適正な収益を確保する

ことを前提に、政策的意義が高い事

業や機構の収益改善効果が高い事業

に重点的に配分する。 

意義が高い事業や機構の収益改善

効果が高い事業に重点的に配分す

るとともに、調達・コスト最適化を

目指し、コスト構造の改善をより一

層推進するため、下記の施策を実施

し、令和３年度 4,576 億円分の工事

調達を行った。 

① 市場や調達環境の分析 

市場動向調査による適正コスト

の把握や、約実績の分析による調達

の現状把握を行い、調達・コスト最

適化に係る施策評価及び次年度計

画へのフィードバックを実施した。 

② 入札契約方式の見直し・新たな

制度の導入・調達方法の最適化 

入札不調・不落を回避し、適正な

コストでの工事等調達を行うため、

難度の高い工事への技術提案・交渉

方式の試行導入促進、総合評価方式

（建築・設備部門）における地元企

業の競争参加を促す地方都市再生

事業版や競争参加者の事務負担を

軽減し、参入障壁の低減を図る提案

採用型を新たに導入した。 

また、建設事業者による柔軟な工

期設定を可能とし、応札意欲を喚起

する余裕期間制度（フレックス工期

３方式）を導入した。 

③ 発注の効率化等 

調達・コスト最適化に係るノウハ

ウや課題等を随時共有し、発注効率

化への知識や意識の定着を図るた

め、機構職員向けの説明会やアンケ

ートを実施した。 

また、機構職員及び応札者双方の

事務手続を軽減するため、工事発注

の大括り化や総合評価方式におい

て施工計画の提案を求めない施工

能力評価型の適用拡大等を実施し

た。 

に向けた効率化に努めた。 

 

また、事業費については、厳しい

調達環境が継続する中、働き方改革

を念頭に調達・コストの最適化を推

進するため、市場調査や入札契約方

式の見直し等による調達・コスト環

境の整備、発注見通し情報の提供や

発注平準化等の施策展開による調

達方法の最適化、意思決定の迅速化

や発注事務手続の簡略化による発

注効率化等を実施し、調達・コスト

構造を着実に改善した。 

これらを踏まえ、Ｂ評定とする。 
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４．その他参考情報 

無し 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－３ 
Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

  ５ 入札及び契約の適正化の推進 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行政事業レビュー  

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

－ － － － － － － － － 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による

評価 業務実績 自己評価 

 ５．入札及び契約の適正化の推進 

機構は国の財政支出や財政投融資

を用いて多額の契約を行い、公共事

業を実施していることから、事業の

実施において、機構に対する信頼性

が確保されるよう、法令順守及び契

約の適正性を確保するための体制の

強化を図るとともに、｢独立行政法人

における調達等合理化の取組の推進

について｣（平成 27 年５月 25 日総務

大臣決定）に基づく取組を着実に実

施すること。 

また、引き続き入札談合等関与行

為の防止対策を徹底するとともに、

監事による監査において、入札・契

約の適正な実施について監査を受け

ること。 

５ 入札及び契約の適正化の推進 

入札及び契約手続における透明性

の確保、公正な競争の確保、不正行為

排除の徹底及び調達の合理化等を推

進し、公共事業を実施する者として

の信頼性が確保されるよう、入札談

合等関与行為を確実に防止する観点

から、引き続き研修等を行うととも

に、必要に応じ更なるコンプライア

ンスの推進や入札及び契約手続の見

直し等を実施する。これらについて

は、「独立行政法人における調達等合

理化の取組の推進について」（平成 27

年５月 25 日総務大臣決定）に基づい

た「調達等合理化計画」において適切

に反映し、毎年度当該計画の策定及

び公表を行う。更に、当該計画の取組

状況について、年度終了後に自己評

価を行い、併せてその結果について

の公表を行う。 

また、入札・契約の適正な実施につ

いて、監事の監査によるチェックを

受けるものとする。 

 

５ 入札及び契約の適正化の推進 

入札及び契約手続における透明性

の確保、公正な競争の確保、不正行

為排除の徹底及び調達の合理化等を

推進し、公共事業を実施する者とし

ての信頼性が確保されるよう、入札

談合等関与行為を確実に防止する観

点から、引き続き研修等を行うとと

もに、必要に応じ更なるコンプライ

アンスの推進や入札及び契約手続の

見直し等を実施する。また、働き方

改革を推進する観点から入札及び契

約手続の改善を進める。これらにつ

いては、「独立行政法人における調達

等合理化の取組の推進について」（平

成 27 年５月 25 日総務大臣決定）に

基づいた「調達等合理化計画」にお

いて適切に反映し、当該計画の策定

及び公表を行う。更に、当該計画の

取組状況について、年度終了後に自

己評価を行い、併せてその結果につ

いての公表を行う。 

また、入札・契約の適正な実施に

ついて、監事の監査によるチェック

を受けるものとする。 

＜主な定量的な指標＞ 

－ 

 

＜その他の指標＞ 

－ 

 

＜評価の視点＞ 

・「調達等合理化計画」を着実に実施

するとともに、法令順守及び契約

の適正性を確保するための取組を

実施しているか。 

＜主要な業務実績＞ 

１ 入札談合等関与行為を確実に

防止するための活動 

・公正取引委員会から講師を招聘し

た談合防止研修を実施した。 

・各種研修やｅラーニングを活用し

「発注者綱紀保持規程」等の周知

徹底を行った。 

２ 「調達等合理化計画」の着実な

実施 

「独立行政法人における調達等

合理化の取組の推進について」（平

成 27 年５月 25 日総務大臣決定）に

基づき、「令和３年度調達等合理化

計画」を策定、公表の上、計画に定

めた発注の効率化に係る施策、調達

コストの削減及び競争性の確保等

に係る施策、契約業務研修の実施、

「発注者綱紀保持規程」等を周知徹

底させる施策を着実に実施した。特

に、働き方改革を推進する観点から

令和２年度に策定した「コロナ時代

の働き方改革と適切な発注・契約を

両立させる業務改善プラン」に掲げ

た発注・契約関係書類の押印省略等

の施策を推進し、機構及び事業者双

方の事務負担の軽減と手続期間の

短縮を図った。 

また、本計画の実施状況について

は、年度終了後に自己評価にあたっ

ては監事及び外部有識者によって

構成される契約監視委員会におい

て自己評価の点検を実施し、併せて

その結果について公表を行った。 

３ 入札及び契約の適正な実施 

監事の監査によるチェックを受け

た。 

＜評定と根拠＞Ⅱ-５ 

評定：Ｂ 

 

談合防止研修の継続実施及び「発

注者綱紀保持規程」等の周知徹底を

行い、入札談合等関与行為の確実な

防止を図った。 

「令和３年度調達等合理化計画」

については、本計画で定めた、発注

の効率化に係る施策、調達コストの

削減及び競争性の確保等に係る施

策、契約業務研修の実施、「発注者

綱紀保持規程」等を周知徹底させる

施策を着実に実施した。特に、働き

方改革を推進する観点から令和２

年度に策定した「コロナ時代の働き

方改革と適切な発注・契約を両立さ

せる業務改善プラン」に掲げた発

注・契約関係書類の押印省略等の施

策を推進し、機構及び事業者双方の

事務負担の軽減と手続期間の短縮

を図った。 

また、本計画の策定及び自己評価

にあたっては監事及び外部有識者

によって構成される契約監視委員

会において点検を実施した。 

  

入札及び契約の適正な実施につ

いて監事の監査によるチェックを

受けた。 

 

 これらを踏まえ、Ｂ評定とする。 
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４．その他参考情報 

無し 

  


